（消費税廃止各界連）2025年2月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税・廃止、インボイス制度の即時廃止を求めています。
◆先の衆議院選挙では多くの野党議員が「消費税減税」「インボイス廃止」を公約に掲げて当選し、与党過半数割れを実現したことで国会に大きな変化が生まれています。
◆各界連が集めている「消費税５％以下への減税とインボイス廃止」を求める請願書名には現在まで、立憲、共産、れいわ、国民、維新、沖縄の風、社民の７野党に所属する38人の議員から署名の紹介議員を引き受けると賛同が寄せられ、国会に消費税減税・インボイス廃止の声を届けています。また、与党内の一部議員からも署名の紹介議員を引き受けるという返事が寄せられました。総選挙で自民党の過半数割れを実現した国民の怒りが現実の政治を動かし始めています。
◆地方でも大きな変化が起きています。埼玉県議会では12月に、「インボイス廃止を求める意見書」が採択されました。意見書では「インボイスの問題点は改善されず、物価高騰で小規模事業者の経営環境が悪化する中で負担を求められない」と強調。「インボイスそのものを廃止することが最良」と明確に述べられています。埼玉に続き、他の自治体からも意見書を上げる世論と運動を広げ、インボイス廃止を実現させようではありませんか。
◆17日、内閣府が発表した2024年10月～12月期・暦年の名目GDPは609兆2887億円となり、初めて600兆円を超えました。しかし、GDPの半分以上を占める個人消費は実質で前年比マイナス0・1％と失速。景気は良くなっていません。

◆2024年の家計調査では食料支出は5年連続で減少し、2人以上世帯の消費支出に占める食費の割合を示す「エンゲル係数」は28・3％となっています。1981年以来43年ぶりの高水準となるなど、国民生活の困難さが鮮明です。
◆国民生活の困難を招いているのは、急激に進むインフレに対し、あまりにも無策な政治に責任があります。「103万の壁」対策として、与党が、当初、提案した20万円の課税最低限引き上げ案は、年収600万円の世帯で年間わずか1万円の効果しかなく、その後、出された修正案も年収ごとに細かく基準を設け、税制をいたずらに複雑にする内容です。国民生活の苦しさに目を向けず、支援を出し渋る与党の元では生活は苦しくなるばかりです。
◆生活費非課税、応能負担原則に最も反するのが消費税です。石破総理も認めたように消費税は収入が少ない人ほど負担が重くなる逆進性の高い税金です。負担能力がない人にまで課税をすれば消費行動は縮み、経済を冷やします。今すぐ消費税の引き下げを実行させ廃止をめざしましょう。
◆世界では１１０の国、地域が日本の消費税にあたる付加価値税を減税しています。ベトナムでは、2022年から実施した消費税減税によって景気を下支えし、25年も減税措置を延長することを決めています。日本でも消費税の減税・廃止を実現させようではありませんか。
◆自公政権は防衛費拡大を強行し、25年度予算案では史上初めて8兆円を超えました。この３年間で３兆円も引き上げられ、全国でミサイル配備や弾薬庫建設が急速に進められています。税金は軍事費ではなく、暮らしに回せの声をご一緒にあげましょう。
◆いま、お願いしている署名は、消費税率５％以下への減税、インボイス制度の廃止を求める国会請願署名です。皆さんの「消費税減税で物価を下げろ、インボイス廃止で作り手を守れ」の声が国会に届き、政治を動かす力になります。ぜひ、ご協力をお願いします。
